
現状と課題 

第三セクター等の経営健全化等に関する指針 

 第三セクター等の経営健全化の取組（H21～25年度に集中的に実施） 

○ 

 平成26年度以降も、取組が遅れている第三セクター等を中心に、効率化・経営健全化について不断の取組が必要。 

○ 

 現下の社会経済情勢を踏まえれば、第三セクター等を活用した地方の創生等についての検討も必要。 

○ 

（地方公共団体が行う損失補償・債務保証 7.5兆円 → 5.0兆円(▲33.6%)、補助金等交付額 4,380億円→3,000億円(▲31.4%)） 

対応 

 第三セクター等の経営改革等に関する新たなガイドラインとして、「第三セクター等の経営健全化等に関する指針」を策定。

同指針を踏まえた助言等により地方公共団体の取組を支援。 

○ 
＜指針の内容＞ 

 昨年度までは、基本的にすべての第三セクター等について、存廃を含めた抜本的改革の推進を要請。 

 新たな指針では、第三セクターの経営健全化と適切な活用による地域の元気創造の両立を要請。 

第２．地方公共団体の第三セクター等への関与 

  ・経営状況等の把握、監査、評価 

  ・議会への説明と住民への情報公開 

  ・経営責任の明確化と徹底した効率化等 

  ・公的支援（財政支援）の考え方 

第３．第三セクター等の抜本的改革を含む経営健全化 

  ・第三セクター等の経営健全化についての役割分担 

  ・抜本的改革を含む経営健全化 

  ・債務調整を伴う処理策 

第４．第三セクター等の設立  

第５．第三セクター等の活用 

  ・地方公共団体の区域を超えた活動 

  ・民間企業の立地が期待できない地域における事業実施 

  ・公共性、公益性が高い事業の効率的な実施 

第６．その他 

第１．本指針の基本的な考え方 


	スライド番号 1

